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北九州市告示第２７５号 

 北九州市が管理する港湾施設の概要（昭和５８年北九州市告示第７８－１０

号）の一部を次のように改正する。 

  平成３０年６月４日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

１４ 港湾施設用地の倉庫敷の表の小倉の項中 

改める。 

「 

」 

日明６号倉庫敷 小倉北区西港町 １，００１．０７

日明９号倉庫敷 小倉北区西港町 １，５５０．１９

「 

」 

日明６号倉庫敷 小倉北区西港町 １，００１．０７

「 

」 

日明１８号倉庫敷 小倉北区西港町 ２，９７１．７４

日明１９号倉庫敷 小倉北区西港町 １，４７２．３３

「 

」 

日明１８号倉庫敷 小倉北区西港町 ２，９７１．７４

を

に

を

に、
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北九州市公告第３７１号 

 次のとおり応募者に資格条件を付与した簡易公募型プロポーザル方式に係る

手続を開始する。 

  平成３０年６月４日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 業務概要 

（１） 業務名 平成３０年度北九州市ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣＥ普及啓発事

業運営等業務 

（２） 業務内容 環境省が推奨している国民運動「ＣＯＯＬ ＣＨＯＩＣ

Ｅ（賢い選択）」を、本市が通年にわたり展開している地球温暖化対策事

業と連携し、本市市民への動機付け・意識付けを行う。 

（３） 履行期間 契約締結日から平成３１年１月３１日まで 

２ 参加資格 

次の各号のいずれにも該当する者であること。 

（１） 北九州市物品等供給契約の競争入札参加者の資格及び審査等に関す

る規則（平成７年北九州市規則第１１号）第６条第１項の有資格業者名簿

に記載されていること。 

（２） 本市から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（３） 次の申立てがなされていないこと。 

ア 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条又は第１９条の規定によ

る破産手続開始の申立て 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更生手続

開始の申立て 

ウ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生

手続の申立て 

（４） 次のいずれかに該当しないこと。 

ア 役員等（役員及び従業員をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定するものをいう。以下同じ。）であると認められる者 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的

に関与していると認められる者 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不当な利益を得る目的又は第三

者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用したと認め

られる者 
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エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を

供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の活動又は運営に協力し、

若しくは関与していると認められる者 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に不適切な関係を有している

と認められる者 

カ 暴力団員であることを知りながら、暴力団員を雇用し、又は使用して

いるとき。 

（５） 法人税及び事業所所在地における地方税（法人住民税、事業税等）

が未納でない者   

（６）  受託候補者に選定された場合、履行期限内に当該業務の履行完了が

可能な体制にあり、提案書提出時の担当者が当該業務を担当できること。 

３ 受託候補者を選定するための評価基準 

（１） 企画提案書の内容 

（２） ヒアリングでの対応 

４ 手続等 

（１） 担当部局 

北九州市環境局環境国際経済部温暖化対策課 

北九州市小倉北区城内１番１号 

電話 ０９３－５８２－２２３８ 

（２） 説明書の交付場所、交付期間及び交付方法 

ア 交付場所 第１号に同じ。 

なお、説明書は、北九州市環境局環境国際経済部温暖化対策課のホー

ムページに掲載する。 

イ 交付期間 公告の日から平成３０年６月２９日まで（日曜日及び土曜

日を除く。）の毎日午前８時３０分から午後５時１５分まで。 

ウ 交付方法 無償にて交付。 

なお、説明書の郵送又はＦＡＸによる入手申込みは認めない。 

（３） 応募書類の提出場所、提出期限及び提出方法 

ア 提出場所 第１号に同じ。 

イ 提出期限 平成３０年６月２９日 １７時まで 

ウ 提出方法 持参又は郵送（郵送は書留郵便に限る。提出期限までに必

着のこと。） 

５ その他 

（１） 手続において使用する言語及び通貨 

ア 言語 日本語 
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イ 通貨 日本国通貨 

（２） 契約書作成の要否 要 

（３） 関連情報を入手するための照会窓口 前項第１号に同じ。 

（４） 詳細は説明書による。 
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北九州市公告第３７２号

土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３９条第２項において準用

する同法第２０条第１項の規定により、北九州市町上津役土地区画整理事業の

事業計画の変更について次のとおり公衆の縦覧に供する。

なお、当該土地区画整理事業に関係のある土地若しくはその土地に定着する

物件又は当該土地区画整理事業に関係のある水面について権利を有する者は、

当該事業計画の変更について意見があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から

起算して２週間を経過する日までに北九州市長に意見書を提出することができ

る。ただし、都市計画において定められた事項については、この限りでない。

平成３０年６月４日

                    北九州市長 北 橋 健 治

１ 縦覧期間及び縦覧時間

  平成３０年６月５日から同月１８日まで（日曜日及び土曜日を除く。）の

毎日午前８時３０分から午後５時１５分まで

２ 縦覧場所

  北九州市小倉北区城内１番１号

北九州市建築都市局まちづくり推進部区画整理課

３ 意見書の提出要領

  当該事業計画についての意見をできるだけ具体的に記載した文書を、平成

３０年７月２日までに上記縦覧場所に到着するように提出すること。
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北九州市公告第３７３号 

 地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７

年政令第３７２号。以下「政令」という。）第４条に規定する特定調達契約を

締結したので、北九州市物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則（

平成７年北九州市規則第７８号）第１２条第１項の規定により次のとおり公告

する。 

  平成３０年６月４日 

                    北九州市長 北 橋 健 治   

１ 特定役務の名称及び数量 

  平成３０年度介護認定事務処理システム運用保守作業委託 一式 

２ この公告に係る契約に関する事務を担当する主管課の名称及び所在地 

  北九州市保健福祉局地域福祉部介護保険課 

  北九州市小倉北区馬借一丁目７番１号 

３ 契約の相手方を決定した日 

  平成３０年３月３０日 

４ 契約の相手方の名称及び住所 

  株式会社日立製作所九州支社北九州支店 

  北九州市小倉北区堺町一丁目２番１６号 

５ 契約金額 

  ３，４９５万３，１２０円 

６ 契約の相手方を決定した手続 

  随意契約 

７ 随意契約の理由 

  政令第１１条第１項第２号に該当するため 
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北九州市公告第３７４号 

 北九州市屋外広告物条例（昭和３８年北九州市条例第６８号）第２４条第１

項の講習会を次のとおり実施する。 

  平成３０年６月４日 

北九州市長 北 橋 健 治   

１ 開催日時 

  平成３０年８月２４日午前９時５０分（受付開始９時１５分）から午後５

時まで 

２ 開催場所 

  福岡市中央区天神一丁目８番１号 

福岡市役所 １５階 講堂 

３ 講習会の教科 

 （１） 屋外広告物に関する法令 

 （２） 屋外広告物の表示の方法に関する事項 

 （３） 屋外広告物の施工に関する事項 

４ 受講資格 

  年齢満１５歳以上の者（平成３０年８月２４日現在） 

５ 受講申請書の受付期間 

平成３０年７月３０日から同年８月１０日まで（日曜日及び土曜日を除く

毎日午前８時３０分から午後５時まで） 

６ 受講申請書の受付場所 

  北九州市小倉北区城内１番１号 

  北九州市建設局総務部管理課 
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